
担

当

課

（

室

）

目

次

発

行

岡

山

県

○

平

成

二

十

七

年

度

財

務

諸

表

の

公

告

公

立

大

学

法

人

岡

山

県

立

大

学

担

当

課

（

室

）

目

次

【

告

示

】

○

知

事

指

定

薬

物

の

指

定

医

薬

安

全

課

○

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

等

の

指

定

長

寿

社

会

課

○

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス

等

の

事

業

の

廃

止

〃

○

指

定

介

護

療

養

型

医

療

施

設

の

指

定

の

辞

退

〃

○

土

地

収

用

法

に

基

づ

く

事

業

の

認

定

監

理

課

○

急

傾

斜

地

崩

壊

危

険

区

域

の

指

定

防

災

砂

防

課

○

〃

〃

【

公

告

】

○

第

一

種

大

規

模

小

売

店

舗

立

地

法

特

例

区

域

の

経

営

支

援

課

指

定

○

種

畜

証

明

書

の

書

換

交

付

畜

産

課

○

開

発

許

可

を

受

け

た

開

発

行

為

に

関

す

る

工

事

建

築

指

導

課

の

完

了

○

〃

〃

【

公

安

委

員

会

】

○

警

備

業

法

に

基

づ

く

講

習

生

活

安

全

企

画

課

○

〃

〃

○

猟

銃

等

講

習

会

の

開

催

〃

○

年

少

射

撃

資

格

講

習

会

の

開

催

〃

【

公

立

大

学

法

人

岡

山

県

立

大

学

】

岡

山

県

公

報

平成２８年１１月１日 第１１８３５号



◎
岡
山
県
告
示
第
五
百
五
十
三
号

岡
山
県
危
険
な
薬
物
か
ら
県
民
の
命
と
く
ら
し
を
守
る
条
例
（
平
成
二
十
七
年
岡
山
県
条
例
第
十
七

号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う

）
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
知
事
指
定
薬
物
を
次
の
と
お
り

。

指
定
す
る
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

知
事
指
定
薬
物
の
名
称

Ｎ

（
二

フ
ル
オ
ロ
フ
ェ
ニ
ル
）

二

メ
ト
キ
シ

Ｎ

（
一

フ
ェ
ネ
チ
ル
ピ
ペ
リ
ジ
ン

－
－

－
－

－
－

－

四

イ
ル
）
ア
セ
ト
ア
ミ
ド
（
通
称
名
Ｏ
ｃ
ｆ
ｅ
ｎ
ｔ
ａ
ｎ
ｉ
ｌ
、
Ａ

３
２
１
７
）
及
び
そ
の

－
－

－

塩
類

二

指
定
の
理
由

条
例
第
二
条
第
七
号
に
規
定
す
る
薬
物
に
該
当
し
、
県
内
に
お
い
て
濫
用
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る

と
認
め
ら
れ
る
た
め

附

則

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
八
年
十
一
月
二
日
か
ら
施
行
す
る
。

平成２８年１１月１日　岡山県公報　第１１８３５号



◎
岡
山
県
告
示
第
五
百
五
十
四
号

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
四
十
一
条
第
一
項
本
文
及
び
第
五
十
三
条
第
一

項
本
文
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
及
び
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事

業
者
を
指
定
し
た
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

１

名
称

フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
薬
局
早
島
店

２

所
在
地

岡
山
県
都
窪
郡
早
島
町
早
島
三
五
二
六

六

－

二

事
業
者
の
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

１

名
称

株
式
会
社
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア

２

所
在
地

大
阪
府
大
阪
市
淀
川
区
宮
原
三
丁
目
五
番
三
六
号

三

指
定
年
月
日

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

四

介
護
保
険
事
業
所
番
号

三
三
四
二
六
一
〇
〇
六
四

五

サ
ー
ビ
ス
の
種
類

居
宅
療
養
管
理
指
導

介
護
予
防
居
宅
療
養
管
理
指
導

平成２８年１１月１日　岡山県公報　第１１８３５号



◎
岡
山
県
告
示
第
五
百
五
十
五
号

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
七
十
五
条
第
二
項
及
び
第
百
十
五
条
の
五
第
二

項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
及
び
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
事
業

を
廃
止
す
る
旨
の
届
出
が
あ
っ
た
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

１

名
称

医
療
法
人
双
邦
守
安
胃
腸
科
外
科
医
院

２

所
在
地

岡
山
県
笠
岡
市
笠
岡
三
六
〇
六
番
地
の
三

二

事
業
者
の
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

１

名
称

医
療
法
人
双
邦

２

所
在
地

岡
山
県
笠
岡
市
笠
岡
三
六
〇
六
番
地
の
三

三

廃
止
年
月
日

平
成
二
十
八
年
五
月
二
十
九
日

四

介
護
保
険
事
業
所
番
号

三
三
一
〇
五
一
〇
三
二
〇

五

サ
ー
ビ
ス
の
種
類

短
期
入
所
療
養
介
護

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護

平成２８年１１月１日　岡山県公報　第１１８３５号



◎
岡
山
県
告
示
第
五
百
五
十
六
号

健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
八
十
三
号
）
附
則
第
百
三
十
条
の

二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
同
法
第
二
十
六
条
の
規
定
に
よ
る

改
正
前
の
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
百
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お

り
指
定
介
護
療
養
型
医
療
施
設
の
指
定
の
辞
退
が
あ
っ
た
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

施
設
の
名
称
及
び
開
設
場
所

１

名
称

医
療
法
人
双
邦
守
安
胃
腸
科
外
科
医
院

２

開
設
場
所

岡
山
県
笠
岡
市
笠
岡
三
六
〇
六
番
地
の
三

二

事
業
者
の
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

１

名
称

医
療
法
人
双
邦

２

所
在
地

岡
山
県
笠
岡
市
笠
岡
三
六
〇
六
番
地
の
三

三

辞
退
年
月
日

平
成
二
十
八
年
五
月
二
十
九
日

四

介
護
保
険
事
業
所
番
号

三
三
一
〇
五
一
〇
三
二
〇

五

サ
ー
ビ
ス
の
種
類

介
護
療
養
型
医
療
施
設

平成２８年１１月１日　岡山県公報　第１１８３５号



◎
岡
山
県
告
示
第
五
百
五
十
七
号

土
地
収
用
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
十
九
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十
条
の
規
定

に
よ
り
、
次
の
と
お
り
事
業
を
認
定
し
た
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

起
業
者
の
名
称

総
社
市

二

事
業
の
種
類

総
社
市
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
建
設
事
業

三

起
業
地

１

収
用
の
部
分

岡
山
県
総
社
市
富
原
字
鯰
袋
、
字
東
牛
神
及
び
字
西
美
納
田
地
内

２

使
用
の
部
分

岡
山
県
総
社
市
富
原
字
鯰
袋
及
び
字
西
美
納
田
地
内

四

事
業
の
認
定
を
し
た
理
由

１

法
第
二
十
条
第
一
号
の
要
件
へ
の
適
合
性
に
つ
い
て

総
社
市
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
建
設
事
業
（
以
下
「
本
件
事
業
」
と
い
う
。
）
は
、
法
第
三
条
第

三
十
一
号
に
掲
げ
る
「
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
設
置
す
る
庁
舎
、
工
場
、
研
究
所
、
試
験
所
そ

の
他
直
接
そ
の
事
務
又
は
事
業
の
用
に
供
す
る
施
設
」
に
該
当
す
る
施
設
を
整
備
す
る
事
業
で
あ

る
た
め
、
法
第
二
十
条
第
一
号
の
要
件
を
充
足
す
る
と
判
断
さ
れ
る
。

２

法
第
二
十
条
第
二
号
の
要
件
へ
の
適
合
性
に
つ
い
て

本
件
事
業
の
起
業
者
で
あ
る
総
社
市
は
、
本
件
事
業
を
第
二
次
総
社
市
総
合
計
画
に
基
づ
く
「
だ

れ
も
が
集
い
た
く
な
る
総
社
」
の
一
環
と
し
て
位
置
づ
け
て
お
り
、
本
件
事
業
に
要
す
る
経
費
に

つ
い
て
も
財
源
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
本
件
事
業
を
遂
行
す
る
た
め
の
充
分
な
意
思
と

能
力
を
有
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
た
め
、
法
第
二
十
条
第
二
号
の
要
件
を
充
足
す
る
と
判
断
さ

れ
る
。

３

法
第
二
十
条
第
三
号
の
要
件
へ
の
適
合
性
に
つ
い
て

本
件
事
業
の
施
行
に
よ
り
得
ら
れ
る
利
益
に
つ
い
て
は
、
現
在
、
施
設
、
設
備
等
の
老
朽
化

（１）
の
た
め
、
維
持
管
理
が
難
し
く
な
っ
て
い
る
二
つ
の
学
校
給
食
共
同
調
理
場
を
統
合
し
、
新
た

な
給
食
セ
ン
タ
ー
を
整
備
す
る
こ
と
か
ら
、
学
校
給
食
実
施
基
準
及
び
学
校
給
食
衛
生
管
理
基

準
に
適
合
し
た
施
設
、
設
備
等
へ
の
対
応
や
食
育
活
動
の
推
進
に
相
当
の
寄
与
が
見
込
ま
れ
る
。

ま
た
、
本
件
事
業
計
画
に
お
い
て
は
、
①
経
済
性
に
優
れ
て
い
る
こ
と
、
②
市
内
の
小
中
学
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校
へ
の
配
送
が
容
易
で
あ
る
こ
と
、
③
人
家
や
集
落
か
ら
一
定
の
距
離
が
あ
り
、
周
辺
環
境
へ

の
影
響
が
少
な
い
こ
と
、
④
事
業
に
必
要
な
面
積
が
確
保
で
き
、
造
成
が
容
易
で
あ
る
こ
と
を

条
件
と
し
て
複
数
の
候
補
地
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
た
結
果
、
最
適
と
な
る
案
を
採
用
し
て
い

る
。本

件
事
業
の
施
行
に
よ
り
失
わ
れ
る
利
益
に
つ
い
て
は
、
本
件
事
業
が
環
境
影
響
評
価
法
（
平

（２）
成
九
年
法
律
第
八
十
一
号
）
等
に
よ
る
環
境
影
響
評
価
の
対
象
事
業
と
な
っ
て
い
な
い
こ
と
並

び
に
起
業
地
及
び
起
業
地
周
辺
の
土
地
利
用
状
況
か
ら
保
護
の
た
め
特
別
の
処
置
を
講
ず
べ
き

動
植
物
、
文
化
財
等
が
見
受
け
ら
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
本
件
事
業
の
施
行
に
よ
り
失
わ
れ
る
利

益
は
軽
微
な
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

で
述
べ
た
得
ら
れ
る
利
益
と

で
述
べ
た
失
わ
れ
る
利
益
と
を
比
較
衡
量
し
た
結
果
、
本

（３）

（１）

（２）

件
事
業
の
施
行
に
よ
り
得
ら
れ
る
利
益
が
失
わ
れ
る
利
益
に
優
越
す
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、
本
件
事
業
は
法
第
二
十
条
第
三
号
の
要
件
を
充
足
す
る
と
判
断
さ
れ
る
。

４

法
第
二
十
条
第
四
号
の
要
件
へ
の
適
合
性
に
つ
い
て

本
件
事
業
に
つ
い
て
は
、
市
民
か
ら
そ
の
実
現
に
対
す
る
要
望
が
強
く
、
早
急
に
施
行
さ
れ
る

べ
き
事
業
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
収
用
の
範
囲
は
全
て
本
件
事
業
の
用
に
恒
久
的
に
供

さ
れ
る
範
囲
に
と
ど
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
収
用
又
は
使
用
の
範
囲
に
つ
い
て
も
合
理
的
で

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
本
件
事
業
は
、
法
第
二
十
条
第
四
号
の
要
件
を
充
足
す
る

と
判
断
さ
れ
る
。

５

結
論

１
か
ら
４
ま
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
本
件
事
業
は
、
法
第
二
十
条
各
号
の
要
件
を
充
足
す
る
と

判
断
さ
れ
る
。

以
上
に
よ
り
、
本
件
事
業
に
つ
い
て
、
法
第
二
十
条
の
規
定
に
よ
り
事
業
の
認
定
を
し
た
も
の

で
あ
る
。

五

法
第
二
十
六
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
図
面
の
縦
覧
場
所

総
社
市
教
育
委
員
会
事
務
局
庶
務
課
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◎
岡
山
県
告
示
第
五
百
五
十
八
号

急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
三

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
地
区
を
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
に
指
定
す
る
。

そ
の
関
係
図
書
は
、
岡
山
県
土
木
部
防
災
砂
防
課
に
備
え
置
い
て
縦
覧
に
供
す
る
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

浅
越
地
区

次
に
掲
げ
る
地
番
の
土
地
に
設
置
し
た
標
柱
一
号
か
ら
二
十
一
号
ま
で
を
順
次
結
ん
だ
線
及
び
標

柱
一
号
と
二
十
一
号
を
結
ん
だ
線
に
囲
ま
れ
た
区
域

岡
山
県
岡
山
市
東
区
大
字
浅
越
七
三
三
番
三

一
号

〃

〃

〃

〃

七
三
二
番
一

二
号

〃

〃

〃

〃

六
九
五
番
五

三
号

〃

〃

〃

〃

六
九
九
番

四
号
及
び
五
号

〃

〃

〃

〃

六
九
九
番
地
先
道
路
敷

六
号

〃

〃

〃

〃

六
七
四
番

七
号

〃

〃

〃

〃

六
三
七
番

八
号

〃

〃

〃

〃

九
五
六
番
地
先
道
路
敷

九
号

〃

〃

〃

〃

九
六
五
番

十
号

〃

〃

〃

〃

九
八
七
番
地
先
道
路
敷

十
一
号

〃

〃

〃

〃

九
一
六
番

十
二
号

〃

〃

〃

〃

九
一
五
番

十
三
号

〃

〃

〃

〃

九
一
〇
番

十
四
号

〃

〃

〃

〃

九
〇
九
番
二

十
五
号

〃

〃

〃

〃

六
三
八
番
一

十
六
号

〃

〃

〃

〃

六
四
〇
番

十
七
号

〃

〃

〃

〃

六
四
三
番
一

十
八
号

〃

〃

〃

〃

六
四
五
番
二

十
九
号

〃

〃

〃

〃

七
〇
四
番
二

二
十
号

〃

〃

〃

〃

七
〇
八
番

二
十
一
号
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◎
岡
山
県
告
示
第
五
百
五
十
九
号

急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
三

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
地
区
を
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
に
指
定
す
る
。

そ
の
関
係
図
書
は
、
岡
山
県
土
木
部
防
災
砂
防
課
に
備
え
置
い
て
縦
覧
に
供
す
る
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

鶯
ヶ
丘
地
区

次
に
掲
げ
る
地
番
の
土
地
に
設
置
し
た
標
柱
一
号
か
ら
二
十
六
号
ま
で
を
順
次
結
ん
だ
線
及
び
標

柱
一
号
と
二
十
六
号
を
結
ん
だ
線
に
囲
ま
れ
た
区
域

岡
山
県
倉
敷
市
大
字
連
島
町
連
島
三
四
三
八
番
一

一
号
か
ら
四
号
ま
で
及
び
六
号

〃

〃

〃

三
七
二
八
番

五
号
及
び
七
号

〃

〃

〃

三
四
四
四
番

八
号
及
び
九
号

〃

〃

〃

三
三
四
六
番
一

十
号

〃

〃

〃

三
四
五
七
番
一

十
一
号
及
び
十
二
号

〃

〃

〃

三
四
五
七
番
二

十
三
号
及
び
十
四
号

〃

〃

〃

二
四
二
四
番
一

十
五
号
及
び
十
六
号

〃

〃

〃

二
四
二
四
番
五
九

十
七
号
及
び
十
八
号

〃

〃

〃

三
四
二
九
番
二
六

十
九
号
及
び
二
十
号

〃

〃

〃

三
四
二
九
番
二
五

二
十
一
号

〃

〃

〃

三
四
二
九
番
一

二
十
二
号

〃

〃

〃

三
四
二
九
番
二
七

二
十
三
号

〃

〃

〃

三
四
三
五
番
四

二
十
四
号

〃

〃

〃

三
四
三
六
番
八

二
十
五
号
及
び
二
十
六
号
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〔
四
五
〇
〕
中
心
市
街
地
の
活
性
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
二
号
）
第
三
十
七
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
第
一
種
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
特
例
区
域
を
指
定
し
た
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

第
一
種
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
特
例
区
域
と
し
て
指
定
し
た
場
所

玉
野
市
宇
野
一
丁
目
三
〇
六
〇
番
二
、
三
〇
六
一
番
二
、
三
〇
七
四
番
一
、
三
〇
七
五
番
二
、
三

〇
七
六
番
一
、
宇
野
二
丁
目
七
九
六
番
、
七
九
七
番
二
、
七
九
八
番
二
二
、
七
九
八
番
四
七
、
七
九

八
番
五
〇
、
七
九
八
番
五
五
、
七
九
八
番
五
六
、
七
九
八
番
五
七
、
八
一
九
番
一

二

指
定
年
月
日

平
成
二
十
八
年
十
月
二
十
四
日
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四
五
一

家
畜
改
良
増
殖
法

昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
九
号

第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

農
林
水
産
大
臣
か
ら
同
法
第
四
条
第
一
項
本
文
の
種
畜
証
明
書
を
次
の
と
お
り
書
換
交
付
し
た
旨
の
通
報
を

〔
〕

（
）

、

。

受
け
た平

成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡

山

県

知

事

伊

原

木

隆

太

種
畜
証
明
書
番
号

申
請
の
事
由

変
更
後

変
更
前

1
1
2
3
9
9
5
0
0
4
3

種
畜
の
飼
養
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称
の
変
更

岡
山
県
津
山
市
宮
部
下
４
１
５

熊
本
県
阿
蘇
郡
西
原
村
大
字
河
原
字
大
野
４
３
３
２
－
１
６

一
般
社
団
法
人
家
畜
改
良
事
業
団
岡
山
種
雄
牛
セ
ン
タ
ー

一
般
社
団
法
人
家
畜
改
良
事
業
団
熊
本
種
雄
牛
セ
ン
タ
ー

1
0
2
5
5
2
1
2
2
8
9

種
畜
の
飼
養
者
の
住
所
及
び
氏
名
又
は
名
称
の
変
更

岡
山
県
津
山
市
宮
部
下
４
１
５

熊
本
県
阿
蘇
郡
西
原
村
大
字
河
原
字
大
野
４
３
３
２
－
１
６

一
般
社
団
法
人
家
畜
改
良
事
業
団
岡
山
種
雄
牛
セ
ン
タ
ー

一
般
社
団
法
人
家
畜
改
良
事
業
団
熊
本
種
雄
牛
セ
ン
タ
ー
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〔
四
五
二
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称

総
社
市
三
須
字
天
満
八
〇
七

八
、
八
〇
七

九

－
－

二

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名

岡
山
市
南
区
新
保
二
九
四

一
シ
ャ
ー
メ
ゾ
ン
新
保
Ａ
二
〇
二

－

小
橋

潤

小
橋

友
子

三

許
可
番
号

岡
山
県
指
令
建
指
第
一
七
五
号
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〔
四
五
三
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称

総
社
市
井
手
字
西
延
五
〇
〇

一

－

二

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名

総
社
市
井
手
一
六
四

一
プ
ロ
ヌ
ー
ブ
Ｋ
Ｅ
Ｎ

Ｃ
二
〇
七

－

西
山

達
郎

総
社
市
泉
一

七
二

－

西
山

和
子

三

許
可
番
号

岡
山
県
指
令
建
指
第
一
七
四
号
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◎
岡
山
県
公
安
委
員
会
告
示
第
百
八
十
三
号

警
備
業
法
（
昭
和
四
十
七
年
法
律
第
百
十
七
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う

）
第
二
十
二
条
第
二
項
第

。

一
号
に
規
定
す
る
警
備
員
指
導
教
育
責
任
者
講
習
を
次
の
と
お
り
実
施
す
る
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡

山

県

公

安

委

員

会

一

警
備
業
務
の
区
分
等

警
備
業
務
の
区
分

期

日

時

間

場

所

平
成
二
十
九
年
一
月
十

午
前
九
時
か
ら

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁

運
搬
警
備
業
務

九
日
（
木
曜
日
）
及
び

午
後
五
時
ま
で

目
一
一
番
一
八
号

同
月
二
十
日

金
曜
日

岡
山
共
済
会
館

（

）

の
二
日
間

二

講
習
対
象
者

当
該
警
備
業
務
の
区
分
以
外
の
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
法
第
二
十
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
警

備
員
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
又
は
警
備
員
指
導
教
育
責
任
者
及
び
機
械
警
備
業
務
管
理
者
に
係

る
講
習
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
五
十
八
年
国
家
公
安
委
員
会
規
則
第
二
号
）
第
七
条
第
一
項
に
規

定
す
る
警
備
員
指
導
教
育
責
任
者
講
習
修
了
証
明
書
（
以
下
「
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
等
」
と

い
う

）
の
交
付
を
受
け
て
い
る
者
で
あ
っ
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の

。

１

最
近
五
年
間
に
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
警
備
業
務
に
従
事
し
た
期
間
が
通
算
し
て
三
年

以
上
で
あ
る
者

２

警
備
員
等
の
検
定
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
七
年
国
家
公
安
委
員
会
規
則
第
二
十
号
。
以
下

「
検
定
規
則
」
と
い
う

）
第
四
条
に
規
定
す
る
一
級
の
検
定
（
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る

。

も
の
に
限
る

）
に
係
る
法
第
二
十
三
条
第
四
項
の
合
格
証
明
書
（
以
下
「
合
格
証
明
書
」
と
い

。

う

）
の
交
付
を
受
け
て
い
る
者

。

（

。
）

３

検
定
規
則
第
四
条
に
規
定
す
る
二
級
の
検
定

当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
も
の
に
限
る

に
係
る
合
格
証
明
書
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
で
あ
っ
て
、
当
該
合
格
証
明
書
の
交
付
を
受

け
た
後
、
継
続
し
て
一
年
以
上
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
警
備
業
務
に
従
事
し
て
い
る
も
の

４

検
定
規
則
附
則
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
廃
止
前
の
警
備
員
等
の
検
定
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
六

十
一
年
国
家
公
安
委
員
会
規
則
第
五
号
。
以
下
「
旧
検
定
規
則
」
と
い
う

）
第
一
条
第
二
項
に

。
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規
定
す
る
一
級
の
検
定
（
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
も
の
に
限
る

）
に
合
格
し
た
者

。

５

旧
検
定
規
則
第
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
二
級
の
検
定
（
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
も
の

に
限
る

）
に
合
格
し
た
警
備
員
で
あ
っ
て
、
当
該
検
定
に
合
格
し
た
後
、
継
続
し
て
一
年
以
上

。

当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
警
備
業
務
に
従
事
し
て
い
る
も
の

三

受
講
手
続

１

提
出
書
類

所
定
の
様
式
に
よ
る
受
講
申
込
書

一
通

(1)

写
真

一
枚
（
縦
の
長
さ
三
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
横
の
長
さ
二
・
四
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
申

(2)
込
前
六
箇
月
以
内
に
撮
影
し
た
無
帽
、
正
面
、
上
三
分
身
、
無
背
景
の
も
の
）

二
に
掲
げ
る
講
習
対
象
者
に
該
当
す
る
こ
と
を
疎
明
す
る
次
に
掲
げ
る
書
類

各
一
通

(3)

当
該
警
備
業
務
の
区
分
以
外
の
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
等

ア
の
写
し

イ

次
の
区
分
の
う
ち
該
当
す
る
も
の
に
係
る
書
類

二
１
に
該
当
す
る
者

(ｱ)

当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
警
備
業
務
に
従
事
し
て
い
た
こ
と
を
証
明
す
る
警
備
業

者
等
の
作
成
に
係
る
所
定
の
様
式
に
よ
る
書
面
（
以
下
「
警
備
業
務
従
事
証
明
書
」
と
い

う

）
及
び
履
歴
書

。二
２
に
該
当
す
る
者

(ｲ)

検
定
規
則
第
四
条
に
規
定
す
る
一
級
の
検
定
（
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
も
の
に

限
る

）
に
係
る
合
格
証
明
書
の
写
し

。
二
３
に
該
当
す
る
者

(ｳ)

検
定
規
則
第
四
条
に
規
定
す
る
二
級
の
検
定
（
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
も
の
に

限
る

）
に
係
る
合
格
証
明
書
の
写
し
及
び
警
備
業
務
従
事
証
明
書

。
二
４
に
該
当
す
る
者

(ｴ)

旧
検
定
規
則
第
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
一
級
の
検
定
（
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係

る
も
の
に
限
る

）
に
係
る
合
格
証
の
写
し

。

二
５
に
該
当
す
る
者

(ｵ)

旧
検
定
規
則
第
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
二
級
の
検
定
（
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係

る
も
の
に
限
る

）
に
係
る
合
格
証
の
写
し
及
び
警
備
業
務
従
事
証
明
書

。

２

提
出
先
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県
内
に
住
所
を
有
す
る
者

(1)

住
所
地
を
管
轄
す
る
警
察
署
の
生
活
安
全
課

県
外
に
住
所
を
有
す
る
者

(2)

県
内
の
警
察
署
の
生
活
安
全
課

な
お
、
郵
送
又
は
信
書
便
に
よ
る
申
込
み
及
び
代
理
人
に
よ
る
申
込
み
は
、
受
け
付
け
な
い
。

３

提
出
期
間

平
成
二
十
八
年
十
一
月
二
十
八
日
（
月
曜
日
）
か
ら
同
年
十
二
月
二
日
（
金
曜
日
）
ま
で
の
午

前
八
時
三
十
分
か
ら
午
後
五
時
ま
で

四

受
講
手
数
料

一
万
四
千
円

（
注
）

岡
山
県
収
入
証
紙
に
よ
り
、
受
講
申
込
時
に
納
付
す
る
こ
と
。

な
お
、
受
講
手
数
料
は
、
納
付
後
は
返
還
し
な
い
。

五

受
講
定
員

十
人
。
た
だ
し
、
申
込
順
に
受
け
付
け
、
受
講
定
員
に
達
し
た
と
き
は
、
提
出
期
間
内
で
あ
っ
て

も
受
付
を
締
め
切
る
。

六

講
習
の
委
託

こ
の
講
習
は
、
一
般
社
団
法
人
岡
山
県
警
備
業
協
会
（
岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
一
一
番
一
八

号
）
に
委
託
し
て
行
う
。

七

そ
の
他

１

受
講
者
は
、
筆
記
用
具
を
持
参
す
る
こ
と
。

２

講
習
終
了
後
は
、
筆
記
の
方
法
に
よ
り
修
了
考
査
を
実
施
す
る
。
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◎
岡
山
県
公
安
委
員
会
告
示
第
百
八
十
四
号

警
備
業
法
（
昭
和
四
十
七
年
法
律
第
百
十
七
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う

）
第
二
十
二
条
第
二
項
第

。

一
号
に
規
定
す
る
警
備
員
指
導
教
育
責
任
者
講
習
を
次
の
と
お
り
実
施
す
る
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡

山

県

公

安

委

員

会

一

警
備
業
務
の
区
分
等

警
備
業
務
の
区
分

期

日

時

間

場

所

平
成
二
十
九
年
一
月
二

午
前
九
時
か
ら

岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁

身
辺
警
備
業
務

十
四
日
（
火
曜
日
）
及

午
後
五
時
ま
で

目
一
一
番
一
八
号

び
同
月
二
十
五
日
（
水

岡
山
共
済
会
館

曜
日
）
の
二
日
間

二

講
習
対
象
者

当
該
警
備
業
務
の
区
分
以
外
の
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
法
第
二
十
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
警

備
員
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
又
は
警
備
員
指
導
教
育
責
任
者
及
び
機
械
警
備
業
務
管
理
者
に
係

る
講
習
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
五
十
八
年
国
家
公
安
委
員
会
規
則
第
二
号
）
第
七
条
第
一
項
に
規

定
す
る
警
備
員
指
導
教
育
責
任
者
講
習
修
了
証
明
書
（
以
下
「
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
等
」
と

い
う

）
の
交
付
を
受
け
て
い
る
者
で
あ
っ
て
、
最
近
五
年
間
に
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
警

。

備
業
務
に
従
事
し
た
期
間
が
通
算
し
て
三
年
以
上
で
あ
る
も
の

三

受
講
手
続

１

提
出
書
類

所
定
の
様
式
に
よ
る
受
講
申
込
書

一
通

(1)

写
真

一
枚
（
縦
の
長
さ
三
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
横
の
長
さ
二
・
四
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
申

(2)
込
前
六
箇
月
以
内
に
撮
影
し
た
無
帽
、
正
面
、
上
三
分
身
、
無
背
景
の
も
の
）

二
に
掲
げ
る
講
習
対
象
者
に
該
当
す
る
こ
と
を
疎
明
す
る
次
に
掲
げ
る
書
類

各
一
通

(3)

警
備
業
務
の
区
分
以
外
の
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
等

ア

当
該

の
写
し

イ

当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
警
備
業
務
に
従
事
し
て
い
た
こ
と
を
証
明
す
る
警
備
業
者

等
の
作
成
に
係
る
所
定
の
様
式
に
よ
る
書
面
及
び
履
歴
書
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２

提
出
先

県
内
に
住
所
を
有
す
る
者

(1)

住
所
地
を
管
轄
す
る
警
察
署
の
生
活
安
全
課

県
外
に
住
所
を
有
す
る
者

(2)

県
内
の
各
警
察
署
の
生
活
安
全
課

な
お
、
郵
送
又
は
信
書
便
に
よ
る
申
込
み
及
び
代
理
人
に
よ
る
申
込
み
は
、
受
け
付
け
な
い
。

３

提
出
期
間

平
成
二
十
八
年
十
二
月
五
日
（
月
曜
日
）
か
ら
同
月
九
日
（
金
曜
日
）
ま
で
の
午
前
八
時
三
十

分
か
ら
午
後
五
時
ま
で

四

受
講
手
数
料

一
万
円

（
注
）

岡
山
県
収
入
証
紙
に
よ
り
、
受
講
申
込
時
に
納
付
す
る
こ
と
。

な
お
、
受
講
手
数
料
は
、
納
付
後
は
返
還
し
な
い
。

五

受
講
定
員

十
人
。
た
だ
し
、
申
込
順
に
受
け
付
け
、
受
講
定
員
に
達
し
た
と
き
は
、
提
出
期
間
内
で
あ
っ
て

も
受
付
を
締
め
切
る
。

六

講
習
の
委
託

こ
の
講
習
は
、
一
般
社
団
法
人
岡
山
県
警
備
業
協
会
（
岡
山
市
北
区
内
山
下
二
丁
目
一
一
番
一
八

号
）
に
委
託
し
て
行
う
。

七

そ
の
他

１

受
講
者
は
、
筆
記
用
具
を
持
参
す
る
こ
と
。

２

講
習
終
了
後
は
、
筆
記
の
方
法
に
よ
り
修
了
考
査
を
実
施
す
る
。
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◎
岡
山
県
公
安
委
員
会
告
示
第
百
八
十
五
号

（

）

、

銃
砲
刀
剣
類
所
持
等
取
締
法

昭
和
三
十
三
年
法
律
第
六
号

第
五
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

次
の
と
お
り
猟
銃
等
講
習
会
を
開
催
す
る
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡

山

県

公

安

委

員

会

一

講
習
の
日
時
及
び
場
所

講

習

課

程

開

催

年

月

日

開
催
時
刻

開

催

場

所

初
心
者
講
習

平
成
二
十
九
年

岡
山
市
北
区
御
津
中
山
四
四
四

三

午
前
十
時

－

課
程

一
月
十
七
日

岡
山
県
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー

午
前
十
時

平
成
二
十
九
年

三
月
八
日

経
験
者
（
更

平
成
二
十
九
年

岡
山
市
北
区
御
津
中
山
四
四
四

三

午
後
一
時

－

新
）
講
習
課

一
月
十
三
日

岡
山
県
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー

程

平
成
二
十
九
年

津
山
市
林
田
七
七

午
後
一
時

一
月
二
十
四
日

津
山
警
察
署

平
成
二
十
九
年

岡
山
市
北
区
御
津
中
山
四
四
四

三

午
後
一
時

－

二
月
五
日

岡
山
県
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー

平
成
二
十
九
年

高
梁
市
段
町
一
〇
一
七

一

午
後
一
時

－

二
月
十
五
日

高
梁
警
察
署

平
成
二
十
九
年

倉
敷
市
有
城
一
二
六
五

午
後
一
時

二
月
二
十
三
日

く
ら
し
き
山
陽
ハ
イ
ツ

平
成
二
十
九
年

岡
山
市
北
区
御
津
中
山
四
四
四

三

午
後
一
時

－

三
月
三
日

岡
山
県
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー

平
成
二
十
九
年

津
山
市
林
田
七
七

午
後
一
時

三
月
十
五
日

津
山
警
察
署

二

受
講
手
続

１

提
出
書
類

所
定
の
様
式
に
よ
る
受
講
申
込
書

一
通

(1)

写
真

一
枚
（
縦
の
長
さ
三
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
横
の
長
さ
二
・
四
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
提

(2)
出
前
六
箇
月
以
内
に
撮
影
し
た
無
帽
、
正
面
、
上
三
分
身
、
無
背
景
の
も
の
で
、
そ
の
裏
面
に
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氏
名
及
び
撮
影
年
月
日
を
記
入
し
た
も
の
）

２

提
出
先

住
所
地
を
管
轄
す
る
警
察
署

３

提
出
期
限

受
講
し
よ
う
と
す
る
講
習
会
の
開
催
日
の
七
日
前
（
そ
の
日
が
岡
山
県
の
休
日
を
定
め
る
条
例

（
平
成
元
年
岡
山
県
条
例
第
二
号
）
第
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
県
の
休
日
で
あ
る
場
合
は
、
当

該
休
日
の
直
後
に
お
け
る
県
の
休
日
で
な
い
日
）

三

受
講
手
数
料

初
心
者
講
習
課
程

六
千
八
百
円

経
験
者
（
更
新
）
講
習
課
程

三
千
円

（
注
）

受
講
申
込
み
の
際
、
岡
山
県
収
入
証
紙
に
よ
り
納
付
す
る
こ
と
。

な
お
、
受
講
手
数
料
は
、
納
付
後
は
還
付
し
な
い
。

四

そ
の
他

１

代
理
受
講
は
、
認
め
な
い
。

２

講
習
修
了
証
明
書
は
、
講
習
会
の
当
日
に
交
付
す
る
こ
と
と
す
る
。
た
だ
し
、
受
講
者
が
多
数

で
あ
る
こ
と
又
は
他
の
理
由
に
よ
り
当
日
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
後
日
交
付
す
る

こ
と
と
す
る
。
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◎
岡
山
県
公
安
委
員
会
告
示
第
百
八
十
六
号

銃
砲
刀
剣
類
所
持
等
取
締
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
六
号
）
第
九
条
の
十
四
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
、
次
の
と
お
り
年
少
射
撃
資
格
講
習
会
を
開
催
す
る
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

岡

山

県

公

安

委

員

会

一

開
催
の
日
時
及
び
場
所

日

時

場

所

平
成
二
十
九
年
一
月
十
日

岡
山

北

御
津
中
山
四
四
四

三

（
火
）

市

区

－

前
十

岡
山
県
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー

午

時

平
成
二
十
九
年
二
月
十
六
日
（
木
）

午

十
時

前
平
成
二
十
九
年
三
月
二
十
四
日
（
金
）

午

十
時

前

二

受
講
手
続

１

提
出
書
類

所
定
の
様
式
に
よ
る
受
講
申
込
書

一
通

(1)

写
真

一
枚
（
縦
の
長
さ
三
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
横
の
長
さ
二
・
四
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
提

(2)
出
前
六
箇
月
以
内
に
撮
影
し
た
無
帽
、
正
面
、
上
三
分
身
、
無
背
景
の
も
の
で
、
そ
の
裏
面
に

氏
名
及
び
撮
影
年
月
日
を
記
入
し
た
も
の
）

２

提
出
先

住
所
地
を
管
轄
す
る
警
察
署

３

提
出
期
限

（
そ
の
日
が
岡
山
県
の
休
日
を
定
め
る
条
例

受
講
し
よ
う
と
す
る
講
習
会
の
開
催
日
の
七
日
前

（
平
成
元
年
岡
山
県
条
例
第
二
号
）
第
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
県
の
休
日
で
あ
る
場
合
は
、
当

該
休
日
の
直
後
に
お
け
る
県
の
休
日
で
な
い
日
）

平成２８年１１月１日　岡山県公報　第１１８３５号



三

受
講
手
数
料

九
千
七
百
円

（
注
）

受
講
申
込
み
の
際
、
岡
山
県
収
入
証
紙
に
よ
り
納
付
す
る
こ
と
。

な
お
、
受
講
手
数
料
は
、
納
付
後
は
還
付
し
な
い
。

四

そ
の
他

１

代
理
受
講
は
、
認
め
な
い
。

２

講
習
修
了
証
明
書
は
、
講
習
会
の
当
日
に
交
付
す
る
こ
と
と
す
る
。
た
だ
し
、
受
講
者
が
多
数

で
あ
る
こ
と
又
は
他
の
理
由
に
よ
り
当
日
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
後
日
交
付
す
る

こ
と
と
す
る
。
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◎
公
立
大
学
法
人
岡
山
県
立
大
学
公
告
第
一
号

地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
三
十
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、

公
立
大
学
法
人
岡
山
県
立
大
学
の
平
成
二
十
七
年
度
財
務
諸
表
を
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。

平
成
二
十
八
年
十
一
月
一
日

公
立
大
学
法
人
岡
山
県
立
大
学
理
事
長

英

明
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（単位：円）

資産の部

1 有形固定資産

土地 3,962,416,334

建物　 9,111,703,570

　 減価償却累計額 △ 4,438,210,096 4,673,493,474

構築物 240,082,896

　 減価償却累計額 △ 131,149,553 108,933,343

機械装置 3,199,054

　 減価償却累計額 △ 741,020 2,458,034

車両運搬具 1,411,990

　 減価償却累計額 △ 1,411,989 1

工具器具備品 687,564,827

　 減価償却累計額 △ 573,562,748 114,002,079

図書 1,202,626,908

美術品・収蔵品 6,000,000

　 有形固定資産合計 10,069,930,173

2 無形固定資産

特許権 452,862

特許権仮勘定 576,768

ソフトウェア 12,266,133

電話加入権 96,000

　 無形固定資産合計 13,391,763

3 投資その他の資産

長期性預金 200,000,000

　 投資その他の資産合計 200,000,000

　 　固定資産合計 10,283,321,936

　Ⅱ　流動資産

現金及び預金 1,314,760,965

未収学生納付金収入 2,679,000

　 徴収不能引当金 △ 535,800 2,143,200  

未収入金 17,350,261

たな卸資産 3,604,916

前払費用 42,963

未収収益 393,245

　 流動資産合計 1,338,295,550

　 資産合計 11,621,617,486

貸　借　対　照　表
(平成28年3月31日）

　Ⅰ　固定資産
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負債の部

資産見返負債

　　資産見返運営費交付金等 532,016,076

　　資産見返補助金等 5,067,470

　　資産見返寄附金 201,195,852

　　資産見返物品受贈額 1,116,953,311

　　特許権仮勘定見返運営費交付金 576,768 1,855,809,477

長期寄附金債務 79,972,948

長期未払金 26,271,395

　　　固定負債合計　 1,962,053,820

運営費交付金債務 102,302,267

寄附金債務 22,431,107

前受受託研究費等 15,894,472

未払金 383,076,313

未払消費税等 50,500

前受金 7,086,598

預り科学研究費補助金等 19,826,700

預り金 19,111,516

　　　流動負債合計　 569,779,473

　　　負債合計　 2,531,833,293

純資産の部

地方公共団体出資金 12,091,632,943

　　　資本金合計 12,091,632,943

資本剰余金 201,964,240

損益外減価償却累計額(△） △ 4,193,907,138

　　　資本剰余金合計 △ 3,991,942,898

739,588,338

教育研究の質の向上及び組織運営の改善積立金 239,597,819

当期未処分利益 10,907,991

（うち当期総利益） (10,907,991 ）

　　　利益剰余金合計 990,094,148

　　　純資産合計 9,089,784,193

　　　負債純資産合計 11,621,617,486

　Ⅰ　固定負債

　Ⅱ　流動負債

　Ⅰ　資本金

　Ⅱ　資本剰余金

　Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金

- 2 -
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（単位：円）

　　　経常費用

業務費

　 教育経費 584,648,200

 　研究経費 209,591,121

　 教育研究支援経費 40,341,036

 　受託研究費 60,752,646

 　受託事業費 1,210,334

　 役員人件費 32,156,361

　 教員人件費 1,852,155,352

　 職員人件費 420,724,231 3,201,579,281

一般管理費 323,070,278

財務費用

　 支払利息 948,655 948,655

雑損 10,362 10,362

経常費用合計 3,525,608,576

　　経常収益

運営費交付金収益 2,065,383,299

授業料収益 982,826,600

入学金収益 118,975,800

検定料収益 48,236,800

受託研究等収益

18,157,000

52,268,017 70,425,017

受託事業等収益

607,685 607,685

補助金等収益 14,704,874

寄附金収益 14,231,373

施設費収益 43,458,750

資産見返負債戻入　

　 資産見返運営費交付金等戻入 67,043,731

　 資産見返寄附金戻入 16,380,547

　 資産見返補助金等戻入 2,403,525

　 資産見返物品受贈額戻入 14,358,292 100,186,095

財務収益

　 受取利息 788,208 788,208

雑益

　 財産貸付料収益 15,615,694

　 講習料収入 780,000

　 手数料収入 629,959

　 物品等売払収入 223,636

　 研究関連収入　 18,441,003

　 その他雑益 10,359,265 46,049,557

経常収益合計 3,505,874,058

　　経常損失 △ 19,734,518

　　臨時損失

固定資産除却損 4,352,658 4,352,658

　　臨時利益

資産見返寄附金戻入 4,352,648 4,352,648

　　当期純損失 △ 19,734,528

　  目的積立金取崩額 30,642,519

　　当期総利益 10,907,991

　 国又は地方公共団体からの受託事業等収益

損　益　計　算　書
　（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

　 国又は地方公共団体からの受託研究等収益

　 国又は地方公共団体以外からの受託研究等収益

- 3 -
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（単位：円）
Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　原材料，商品又はサービスの購入による支出 △ 764,619,694
　　人件費支出 △ 2,283,369,860
　　その他の業務支出 △ 295,296,645
    運営費交付金収入 2,111,771,000
　　授業料収入 949,339,100
　　入学金収入 118,693,800
　　検定料収入 48,236,800
　　受託研究等収入 75,447,751
　　受託事業等収入 513,685
    補助金等収入 31,507,384
　　補助金等の精算による返還金の支出 △ 15,824,471
　　寄附金収入 19,983,407
　　預り科学研究費補助金等の受払 2,886,035
　　研究関連収入 19,588,858
　　財産貸付料収入 15,608,694
    その他の収入 13,763,961
　　業務活動によるキャッシュ・フロー 48,229,805

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 141,818,481
　　無形固定資産の取得による支出 △ 6,348,162
　　施設費による収入 119,764,000
　　定期預金の預入による支出 △ 347,000,000
　　定期預金の払戻による収入 147,000,000
　　　　小計 △ 228,402,643
  　利息及び配当金の受取額 760,874
　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 227,641,769

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　リース債務の返済による支出 △ 16,792,110
　　　　小計 △ 16,792,110
　　利息の支払額 △ 973,890
　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 17,766,000

Ⅳ　資金減少額 △ 197,177,964

Ⅴ　資金期首残高 832,116,047

Ⅵ　資金期末残高 634,938,083

キャッシュ・フロー計算書
（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

-4-
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利益の処分に関する書類 

（第９期事業年度） 

 

（単位：円） 

 

Ⅰ 当期未処分利益 

当期総利益                            10,907,991 

 

Ⅱ 利益処分額 

地方独立行政法人法第４０条第３項により設立団体の長の 

承認を受けようとする額 

教育研究の質の向上及び組織運営の改善積立金        10,907,991 

平成２８年１１月１日　岡山県公報　第１１８３５号



（単位：円）

Ⅰ　業務費用

業務費 3,201,579,281

一般管理費 323,070,278

財務費用 948,655

臨時損失 4,352,658 3,529,950,872

授業料収益 △ 982,826,600

入学金収益 △ 118,975,800

検定料収益 △ 48,236,800

受託研究等収益 △ 70,425,017

受託事業等収益 △ 607,685

寄附金収益 △ 14,231,373

資産見返寄附金戻入 △ 20,733,195

財務収益 △ 788,208

雑益 △ 46,049,557 △ 1,302,874,235

業務費用合計 2,227,076,637

Ⅱ　損益外減価償却等相当額

         損益外減価償却相当額 187,245,611

Ⅲ　引当外賞与増加見積額 3,699,030

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 △ 85,866,002

Ⅴ　機会費用

         地方公共団体出資の機会費用 0

Ⅵ　行政サービス実施コスト 2,332,155,276

　（２）(控除）自己収入等

行政サービス実施コスト計算書
　（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

　（１）損益計算書上の費用

- 6 -
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注 記 事 項 

 

Ⅰ 重要な会計方針  

１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。なお，退職一時金に充当される運営費交付金につ

いては費用進行基準を採用しております。  

 

２ 減価償却の会計処理方法  

(１) 有形固定資産 

定額法を採用しております。  

耐用年数については，法人税法上の耐用年数を基準とし，受託研究収入により購 

入した償却資産は当該受託研究期間を耐用年数としております。また，岡山県から 

承継した固定資産については承継時の残存耐用年数で減価償却しております。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建     物    ６年～４７年 

構  築  物   １０年～２４年 

機 械 装 置     ９年～１０年 

車 両 運 搬 具         ４年 

工具器具備品    ２年～１５年 

なお，特定の償却資産(地方独立行政法人会計基準第８５)の減価償却相当額につ  

いては，損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除しております。  

(２) 無形固定資産 

定額法を採用しております。  

なお，法人内利用のソフトウェアについては，法人内における利用可能期間(５年)

に基づいております。 

（３）リース資産 

    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 

３ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については，翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため，退   

職給付に係る引当金は計上しておりません。  

なお，行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は，地方独  

立行政法人会計基準第８７－４に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の 

当期増加額を計上しております。  

 

４ 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与については，翌期の運営費交付金により財源措置がなされるため，賞与引当金は   

計上しておりません。  
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なお，行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は，当事業年度  

末の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 

 

５ 徴収不能引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため，貸倒懸念債権等については，個別に回収可能性を    

検討し，回収不能見込額を計上しております。  

 

６ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

最終仕入原価法による低価法を採用しております。 

 

７ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法  

 地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10年利付国債の平成28年3月末利回り-0.050％であったが，「「マイナス金利付き量的・

質的緩和」の導入を受けた平成27事業年度における行政サービス実施コスト計算書の機

会費用算定の取扱いについて」（平成28年4月25日付け総務省事務連絡）に基づき，0%で

計算しております。 

 

８ リース取引の会計処理  

リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については，通常の売買取 

引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

 

９ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は，税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

１ 退職給付見積額 

運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は，941,460,816 円です。 

  （岡山県からの派遣職員に対する退職給付の見積額は上記金額から除いております。） 

  ２ 賞与見積額 

運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額は，123,672,639円です。 

  ３ 長期寄附金債務 

固定負債の長期寄附金債務に記載した金額は，岡山県からの岡山県立大学学術研究 

 振興事業基金造成補助金相当額及び同基金から生じた利息相当額を計上しております。 

 

 

Ⅲ 損益計算書関係 

  ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は，10,806,536円であり，当該影響 

   額を除いた当期総利益は，101,455円であります。  
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Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 

１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金         1,314,760,965円 

定期預金         △679,822,882円 

資金期末残高          634,938,083円 

 

２ 重要な非資金取引 

現物寄附の受入による資産の取得 

工具器具備品        7,259,261円 

図書                   454,708円 

合計            7,713,969円  

 

 

Ⅴ 行政サービス実施コスト計算書関係  

(1)引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額 

  引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額には，岡山県からの派遣職員に係る

ものが △835,688円及び △3,057,324円含まれております。 

(2)機会費用の内訳 

設立団体(岡山県)に係る額  0 円 

 

 

Ⅵ 減損会計関係 

(1)減損を認識した固定資産 

 該当事項はありません。  

(2)減損の兆候が認められた固定資産 

 ①減損の兆候が認められた固定資産の用途，種類，場所，帳簿価額等の概要 

 用途：電話加入権 種類：電話加入権 場所：岡山県総社市 帳簿価額：96,000円 

 ②認められた減損の兆候の概要：固定資産の市場価格が著しく下落しております。 

 ③減損損失の認識に至らなかった理由：回収可能サービス価額が帳簿価額を上回って  

   おります。 

 

 

Ⅶ 重要な債務負担行為 

該当事項はありません。  

 

 

Ⅷ 金融商品関係 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 当法人は，資金運用については地方独立行政法人法第４３条の規定に基づき，預金，国債，

地方債及び政府保証債等に限定しております。資金運用に当たっては資金運用に関する内
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部規程に基づいて，現状では預金により運用しております。  

(2)金融商品の時価等に関する事項 

 期末日における貸借対照表計上額，時価及びこれらの差額については，次のとおりであり

ます。 

 

 （単位：円）  

  
貸借対照表計上額 

(※1) 

時 価 

（※1） 

 差 額 

（※1） 

(1) 現金及び預金 1,314,760,965  1,314,760,965  -  

(2) 長期性預金 200,000,000 200,721,876 721,876 

(3) 未払金 (383,076,313)  (383,076,313) - 

     

(※1) 負債に計上されたものについては，（ ）で示しております。 

 

(注)金融商品の時価の算定方法  

 

(1)現金及び預金 

現金及び預金は，短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから，当

該帳簿価額によっております。 

(2)長期性預金 

長期性預金の時価については，元利金額を同様の新規預入を行った場合に想定される

利率で割り引いて計算する方法により算定しております。 

(3)未払金 

未払金は，短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから，当該帳簿 

価額によっております。 

 

  

Ⅸ 資産除去債務関係 

   該当事項はありません。 

 

 

Ⅹ 賃貸等不動産関係 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため，注記を省略しております。 

 
 

Ⅺ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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当 期
償 却 額

計 8,262,279,599 56,487,250 - 8,318,766,849 4,193,170,038 186,508,511 - 4,125,596,811 

有 形 固 定 資 産 建 物 798,699,271 1,981,800 - 800,681,071 247,492,433 39,597,682 - 553,188,638 

（特定償却資産以外） 構 築 物 240,082,896 - - 240,082,896 131,149,553 15,069,803 - 108,933,343 

機 械 装 置 5,559,633 1,850,040 4,210,619 3,199,054 741,020 161,528 - 2,458,034 

車 両 運 搬 具 1,411,990 - - 1,411,990 1,411,989 - - 1 

工具器具備品 677,153,439 37,144,898 34,477,860 679,820,477 571,110,373 52,057,595 - 108,710,104 (注２)

図 書 1,188,553,763 14,858,489 785,344 1,202,626,908 - - - 1,202,626,908 

計 2,911,460,992 55,835,227 39,473,823 2,927,822,396 951,905,368 106,886,608 - 1,975,917,028 

非 償 却 資 産 土 地 3,962,416,334 - - 3,962,416,334 - - - 3,962,416,334 

美術品・収蔵品 6,000,000 - - 6,000,000 - - - 6,000,000 

計 3,968,416,334 - - 3,968,416,334 - - - 3,968,416,334 

有 形 固 定 資 産 土 地 3,962,416,334 - - 3,962,416,334 - - - 3,962,416,334 

合 計 建 物 9,053,234,520 58,469,050 - 9,111,703,570 4,438,210,096 224,557,324 - 4,673,493,474 

構 築 物 240,082,896 - - 240,082,896 131,149,553 15,069,803 - 108,933,343 

機 械 装 置 5,559,633 1,850,040 4,210,619 3,199,054 741,020 161,528 - 2,458,034 

車 両 運 搬 具 1,411,990 - - 1,411,990 1,411,989 - - 1 

工具器具備品 684,897,789 37,144,898 34,477,860 687,564,827 573,562,748 53,606,464 - 114,002,079 

図 書 1,188,553,763 14,858,489 785,344 1,202,626,908 - - - 1,202,626,908 

美術品・収蔵品 6,000,000 - - 6,000,000 - - - 6,000,000 

計 15,142,156,925 112,322,477 39,473,823 15,215,005,579 5,145,075,406 293,395,119 - 10,069,930,173 

工具器具備品

- 4,120,304,836 (注１)184,959,642 
有形固定資産
（特定償却資産）

建 物 8,254,535,249 

5,291,975 1,548,869 - 2,452,375 7,744,350 - - 7,744,350 

56,487,250 - 8,311,022,499 4,190,717,663 

附　属　明　細　書

（単位：円）

資 産 の 種 類
期 首
残 高

当 期
増 加 額

当 期
減 少 額

期 末
残 高

減 価 償 却 累 計 額
減損損失
累 計 額

差 引
当 期 末

残 高

（１） 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８５特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第８８資産除去
債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

摘 要
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当 期
償 却 額

資 産 の 種 類
期 首
残 高

当 期
増 加 額

当 期
減 少 額

期 末
残 高

減 価 償 却 累 計 額
減損損失
累 計 額

差 引
当 期 末

残 高
摘 要

無 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

ソ フ ト ウ ェ ア - 6,318,000 - 6,318,000 737,100 737,100 5,580,900 

特 許 権 1,242,125 - - 1,242,125 789,263 155,265 - 452,862 

特 許 権
仮 勘 定

516,006 60,762 - 576,768 - - - 576,768 

ソ フ ト ウ ェ ア 48,259,208 4,672,080 - 52,931,288 46,246,055 2,667,251 - 6,685,233 

電 話 加 入 権 96,000 - - 96,000 - - - 96,000 

計 50,113,339 4,732,842 - 54,846,181 47,035,318 2,822,516 - 7,810,863 

特 許 権 1,242,125 - - 1,242,125 789,263 155,265 - 452,862 

特 許 権
仮 勘 定

516,006 60,762 - 576,768 - - - 576,768 

ソ フ ト ウ ェ ア 48,259,208 10,990,080 - 59,249,288 46,983,155 3,404,351 - 12,266,133 

電 話 加 入 権 96,000 - - 96,000 - - - 96,000 

計 50,113,339 11,050,842 - 61,164,181 47,772,418 3,559,616 - 13,391,763 

投 資 そ の 他 の
資 産

長 期 性 預 金 679,822,882 479,822,882 200,000,000 - - - 200,000,000 

（注１）　建物（建物附属設備）の当期増加額の主なものは，空調通信端末装置の46,402,303円です。

（注２）　工具器具備品の当期増加額の主なものは，双腕ロボットの3,711,784円です。

無形固定資産
合計

無形固定資産
（特定償却資産

以外）
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（２） たな卸資産の明細   
(単位：円）

当期購入・製造・振替 その他 払出・振替 その他

貯蔵品 4,343,850 3,426,514 -                 4,343,850 -                 3,426,514 (注)

郵券 146,882 178,402 -                 146,882 -                 178,402

計 4,490,732 3,604,916 -                 4,490,732 -                 3,604,916

           (注)　貯蔵品は，大学ＰＲ用グッズ及び貯蔵タンク内の重油です。

（３） 有価証券の明細

　　　該当事項はありません。

（４） 長期貸付金の明細

　　　該当事項はありません。

（５） 長期借入金の明細

　　　該当事項はありません。

（６） 引当金の明細

　(6)-1　引当金の明細

     　該当事項はありません。

　(6)-2　貸付金等に対する貸倒引当金の明細
(単位：円）

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

未収学生納付金
収入

2,679,000 0 2,679,000 1,071,600     △ 535,800 535,800        (注)

計 2,679,000 0 2,679,000 1,071,600     △ 535,800 535,800        

　(注)  債権の貸倒による損失に備えるため，貸倒懸念債権等については，個別に回収可能性を検討し，
　　     回収不能見込額を計上しております。

（７） 資産除去債務の明細

　　　該当事項はありません。

（８） 保証債務の明細

　　　該当事項はありません。

区分
貸付金等の残高 徴収不能引当金の残高

摘要

種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要
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（９） 資本金及び資本剰余金の明細            
(単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

地方公共団体出資金 12,091,632,943 -                       -                      12,091,632,943

計 12,091,632,943 -                       -                      12,091,632,943

無償譲与 6,096,000 -                       -                      6,096,000

施設費 133,062,990        62,805,250          -                      195,868,240 (注）

計 139,158,990 62,805,250          -                      201,964,240

損益外減価償却累計額 △ 4,006,661,527 △ 187,245,611 -                      △ 4,193,907,138

差引額 △ 3,867,502,537 △ 124,440,361 -                      △ 3,991,942,898

（１０） 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

　　①積立金の明細 (単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

739,588,388 -                       -                      739,588,388

183,089,493        87,150,845 30,642,519        239,597,819 (注）

922,677,881 87,150,845 30,642,519        979,186,207

　　②目的積立金の取崩しの明細

取崩額

30,642,519        

30,642,519        

摘　　　　要

費用の発生

区分

目的積立金取崩額

計

積立金の内容

教育研究の質の向上及び組織運営の
改善積立金

(単位：円）

計

区分

資本金

資本剰余金

区分

　　　　  前中期目標期間繰越積立金

　　　　　教育研究の質の向上及び
　　　　　組織運営の改善積立金

　　　(注)当期増加額は，前期未処分利益から積み立てられたものです。

　　　(注)当期増加額は照明制御設備等の固定資産の取得に伴うものです。
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（１１）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

  （１１）－１　運営費交付金債務 (単位：円）

資産見返運営費
交付金等

建設仮勘定見返
運営費交付金 小計

平成２７年度 96,024,727  2,111,771,000 40,049,399   -                2,105,493,460 102,302,267   

計 96,024,727  2,111,771,000 40,049,399   -                2,105,493,460 102,302,267   

  （１１）－２　運営費交付金収益

特許権仮勘定見
返運営費交付金

60,762           

60,762           

平成２７年度交付分

1,920,051,839         

計 96,024,727                 2,065,383,299         

期間進行基準 - 1,920,051,839         

49,306,733              

1,969,358,572         

期末残高
運営費交付金収益

2,065,383,299 

費用進行基準 96,024,727                 145,331,460            

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

2,065,383,299 

(単位：円）

区分 平成２6年度交付分 合計
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（１2） 地方公共団体等からの財源措置の明細

  （１2）－１　施設費の明細 (単位：円）

資本剰余金 収益計上

施設等整備事業費補助金 106,264,000 62,805,250 43,458,750

計 106,264,000 62,805,250 43,458,750

  （１2）－２　補助金等の明細 (単位：円）

資産見返補助金等 収益計上
文部科学省

大学改革推進等補助金
「大学教育再生加速プログラム」

542,000 -                               542,000
（中国・四国圏域での
産官学協同によるイン
ターンシップ等の推進）

文部科学省
大学改革推進等補助金

「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業」

13,337,724 2,096,366                    11,241,358
（地域で学び地域で未
来を拓く‘生き活きおか
やま’人材育成事業）

岡山県
平成27年度おかやま大学生中山間

地域等研究・連携推進事業
609,732 -                               609,732

(財)岡山県産業振興財団
平成27年度戦略的基盤技術高度化

支援事業（サポイン）
871,128 534,600                      336,528

岡山県
看護職員専門分野研修事業費補助金

1,666,000 -                               1,666,000

岡山県酪農乳業協会助成事業 47,918 -                               47,918

(財)岡山県産業振興財団
平成27年度戦略的基盤技術高度化

支援事業（サポイン）：間接経費
261,338 -                               261,338

計 17,335,840 2,630,966                    14,704,874

区分 当期交付額
当期振替額

摘要

区分 当期交付額
当期振替額

摘要
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（１３） 役員及び教職員の給与の明細
     （単位：円）

支給額 支給人員(人） 支給額 支給人員(人）

常勤 26,994,397 2                         -                         -

非常勤 570,000 1                         -                         -

計 27,564,397 3                         -                         -

常勤 1,579,367,587 208 145,331,460 10

非常勤 154,031,085 113                         -                         -

計 1,733,398,672 321 145,331,460 10

常勤 1,606,361,984 210 145,331,460 10

非常勤 154,601,085 114                         -                         -

計 1,760,963,069 324 145,331,460 10

（注１）役員に対する報酬等の支給基準について

（注２）教職員に対する給与及び退職手当の支給基準について

（注３）役員及び教職員に対する報酬又は給与の支給人員数は，年間平均支給人員数を記載しています。

（注４）支給額は，法定福利費を含まない額です。

（１４） 開示すべきセグメント情報

  　　　当法人は単一セグメントにより事業を行っているため，記載を省略しています。

退職給付報酬又は給与
区分

　　　　公立大学法人岡山県立大学職員給与規程，公立大学法人岡山県立大学職員退職手当規程及び公立大学法人岡山県
　　 立大学臨時職員等給与規程に基づき支給しています。

役員

教職員

合計

　　　　公立大学法人岡山県立大学役員報酬規程に基づき支給しています。
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（１５） 業務費及び一般管理費の明細

(単位：円）

    業務費
        教育経費
            消耗品費 105,369,865
            備品費 17,022,302
            印刷製本費 12,366,238
            水道光熱費 45,483,515
            旅費交通費 19,788,140
            賃借料 129,921,397
            保守費 50,619,187
　　　　　　修繕費 10,715,639
            報酬・委託・手数料 73,650,428
            奨学費 32,697,900
            減価償却費 62,003,912
            雑費 17,770,496
            その他 7,239,181 584,648,200
        研究経費
            消耗品費 73,145,140
            備品費 13,300,406
            印刷製本費 3,680,319
            水道光熱費 11,835,442
            旅費交通費 38,412,068
            賃借料 3,868,594
            保守費 7,788,439
            修繕費 5,777,777
            諸会費 9,312,818
            報酬・委託・手数料 23,699,593
            減価償却費 13,411,751
            その他 5,358,774 209,591,121
        教育研究支援経費
            消耗品費 7,693,929
            水道光熱費 5,236,022
            賃借料 6,295,984
            保守費 1,755,105
            報酬・委託・手数料 15,509,609
            減価償却費 1,078,709
            その他 2,771,678 40,341,036
        受託研究費 60,752,646
        受託事業費 1,210,334
        役員人件費
            報酬 20,129,220
            賞与 7,435,177
            法定福利費 4,591,964 32,156,361
        教員人件費
            常勤教員給与
　　　　　　　　給与 1,016,984,145
　　　　　　　　賞与 332,757,814
　　　　　　　　退職給付費用 145,331,460
　　　　　　　　法定福利費 298,915,550 1,793,988,969
            非常勤教員給与
　　　　　　　　給与 58,038,826
　　　　　　　　法定福利費 127,557 58,166,383 1,852,155,352
        職員人件費
            常勤職員給与
　　　　　　　　給与 195,846,375
　　　　　　　　賞与 33,779,253
　　　　　　　　法定福利費 50,639,537 280,265,165
            非常勤職員給与
　　　　　　　　給与 123,821,810
　　　　　　　　法定福利費 16,637,256 140,459,066 420,724,231

    一般管理費
        消耗品費 26,314,607
　　　　印刷製本費 6,932,655
        水道光熱費 35,336,431
        旅費交通費 3,981,820
        通信運搬費 3,737,093
　　　　賃借料 40,165,021
        保守費 41,805,363
        修繕費 38,379,442
        損害保険料 4,755,920
        広告宣伝費 3,744,555
　　　　諸会費 1,599,290
        報酬・委託・手数料 77,757,494
　　　　租税公課 4,956,809
        減価償却費 29,406,846
        その他 4,196,932 323,070,278
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（１６） 寄附金の明細

(単位：円）

区　　　　分 当期受入額 件数

岡山県立大学 28,272,409 251

合 計 28,272,409 251

（１７） 受託研究の明細

(単位：円）

区　　　　分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

岡山県立大学 377,768                    52,785,662 44,072,679 9,090,751

合 計 377,768 52,785,662 44,072,679 9,090,751

（１８） 共同研究の明細
(単位：円）

区　　　　分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

岡山県立大学 2,933,370                 30,222,689 26,352,338 6,803,721                 

合 計 2,933,370 30,222,689 26,352,338 6,803,721

（１９） 受託事業等の明細

(単位：円）

区　　　　分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

岡山県立大学 -                             607,685                    607,685 -                             

合 計 -                             607,685                    607,685                    -                             

（２０） 科学研究費補助金等の明細

(単位：円）

当期受入額 件数 摘要

(233,035)
69,910 

(17,300,000)
5,190,000
(610,000)
183,000

(6,166,000)
1,849,800

(39,240,000)
11,772,000
(2,860,000)

858,000
(1,200,000)

0
(67,609,035)
19,922,710

9

56

1

基盤研究　B

基盤研究　A

基盤研究　C

種　　　　目

(注) 間接経費相当額を記入し，直接経費相当額については，外数として(  )内に表示しています。なお，当期受入
　　 額は，年度内の転入及び分担金の入金額を加算し，転出及び分担者への送金額を差引した金額です。

現物寄附 10,488,027 （209件）

摘要

挑戦的萌芽研究 4

若手研究　B 16

合　　　　計 89

若手研究　A 2

　 特別研究員奨励費 1
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（21） 上記以外の主な資産，負債，費用及び収益の明細     

現金及び預金の明細 (単位：円）

65,144 

634,872,939 

679,822,882 

1,314,760,965 

    (注）普通預金には，預り科学研究費補助金等を含みます。

長期性預金の明細 (単位：円）

200,000,000 

200,000,000 

資産見返運営費交付金等の明細 (単位：円）

13,672,576 

2,458,034 

81,487,682 

162,908,573 

184,336 

185,817,378 

78,802,264 

6,685,233 

532,016,076 

資産見返物品受贈額の明細 (単位：円）

95,260,767 

0 

65 

1,021,423,953 

268,526 

1,116,953,311 

未払金の明細 (単位：円）

188,909,245 

161,258,635 

15,785,140 

17,123,293 

383,076,313 

（２２） 関連公益法人等に関する明細
　　　　該当事項はありません。

図書

構築物

機械装置

工具器具備品

普通預金 (注）

区分 期末残高 備考

現金

期末残高 備考

定期預金（２年～５年）

計

構築物

機械装置

区分

工具器具備品

図書

特許権

計

計

区分 期末残高 備考

リース債務 １年以内に支払期限の到来するものを計上しています。

計

期末残高 備考

人件費

物件費

固定資産購入費

定期預金

建物附属設備

ソフトウェア

特許権

建物

計

区分 期末残高 備考

区分
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